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ＩＣＴの利活用による持続的な成長の実現（分析の視点）

●２０２０年時点でＣＯ２排出量２５％削減という政府目標を達成す
るため、ＣＯ２排出量削減にＩＣＴを最大限活用する必要。

●地方公共団体、ＮＰＯ等の市民レベルの環境負荷軽減に向け
た取組を通じ、地域再生に結び付けていくことが必要。

●労働力人口減下において、持続的な経済成長の実現が課題。

●少子高齢化の中、医療･福祉･年金･教育･育児への将来不安
の解消、世代間の情報格差の是正が課題。

●地縁・血縁型の地域共同体が失われつつある中、暮らしの安
心・安全の確保、家族・地域の絆の再生が課題。

我
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公的サービス分野におけるＩＣＴ利活用に関する国民の便益推計 グリーンＩＣＴに関する主要国の取組

第１章 ＩＣＴによる地域の活性化と絆の再生 第２章 グリーンＩＣＴによる環境負荷軽減と地域活性化
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■国際比較による我が国のＩＣＴ総合進展度を評価。
■地域ブロックごとのＩＣＴ利活用の現状を分析。
■公的サービス（医療、教育、行政）の分野におけるＩＣＴの利活用に

よる国民の便益を推計

公的サ ビス分野におけるＩＣＴ利活用に関する国民の便益推計

■ＩＣＴ産業の環境負荷の軽減（Green of ICT）及びＩＣＴによる各分
野における環境負荷の軽減（Green by ICT）によるＣＯ２排出削
減効果と国内の地域活性化事例について整理。

グリ ンＩＣＴに関する主要国の取組

Ｔ
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よる国民の便益を推計。
■ＢＢサービスが全世帯に普及することによる消費者の便益を推計。

■地域Ｓ Ｓ等の シ ルメデ アを用い 地域の絆を再生する効

地域の絆を再生するための事例の評価・検証 グリーンＩＣＴの環境負荷軽減効果と地域活性化事例
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■地域ＳＮＳ等のソーシャルメディアを用い、地域の絆を再生する効
果を検証。

■ ＩＣＴの利活用を通じ、高齢者やチャレンジドの社会参画を促すた
めの政策課題を分析。

■主要国のグリーンＩＣＴに関する政策や、情報通信産業における
先進的な取組について評価・検証。

の
分
析

情報通信産業と経済成長 ＩＣＴが支えるイノベーションとグローバル展開による
競争力強化

第３章 ＩＣＴによる経済成長と競争力の強化

1

■情報通信産業が我が国の経済成長に及ぼす影響等について検証。 ■我が国のイノベーション環境と政策課題について検証。
■日本の強みを生かしたグローバル展開について検証。



第１章 ＩＣＴによる地域の活性化と絆の再生
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第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

１ 先行する基盤整備と立ち遅れるサービス普及

○我が国は ブロードバンド基盤整備は進んだものの ブロードバンドサービス普及(第１３位）や利○我が国は、ブロードバンド基盤整備は進んだものの、ブロードバンドサービス普及(第１３位）や利
活用（個人第９位、企業第８位、政府第１８位）の面で立ち遅れ。特に、電子行政の取組の遅れが
目立つ。

利活用

３．政府の利活用：第１８位

（３）国民向けサービス充実度：第１０位

２．企業の利活用 ： 第８位１．個人の利活用 ： 第９位
ＩＣＴ総合進展度

第２位
第 位 韓国

利活用
第１６位

（３）国民向けサ ビス充実度：第１０位

（４）行政内部効率化貢献度：第２３位

（２）企業インターネット活用度：第８位（１）個人インターネット利用率：第９位
第１位：韓国
第２位：日本
第３位：デンマーク

第４位：スウェーデン

基盤（普及）

５．モバイル環境普及 ： 第１１位４．固定ネット普及 ： 第７位

（８）携帯電話普及率：第２１位（５）インターネット世帯普及率：第５位

第 位
第５位：米国
第６位：オランダ
第７位：シンガポール
第８位：スイス
第９位：フィンランド
第１０位：オーストラリア

第８位 （９）モバイルブロードバンド普及率：第１位（６）固定ブロードバンド普及率：第１３位

（１０）携帯電話料金：第２１位（７）固定ブロードバンド料金：第６位

第１０位：オーストラリア
第１１位：オーストリア
第１２位：英国
第１３位：カナダ
第１４位：ドイツ
第１５位：ポルトガル
第

基盤（整備）
第１位

８．許容性 ： 第１位

（１５）インターネットホスト数：第１１位

７．安定性 ： 第４位６．先進性 ： 第１位

（１３）固定ブロードバンド品質：第２位（１１）固定ブロードバンド最高速度：第１位

第１６位：ニュージーランド
第１７位：フランス
第１８位：ベルギー
第１９位：スペイン
第２０位：イタリア
第２１位：ロシア
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第１位
（１６）光ファイバ比率：第１位（１４）安全なサーバ数：第１４位（１２）第３世代携帯比率：第１位

（出典）総務省「ＩＣＴ基盤に関する国際比較調査」（平成２２年）

第２１位：ロシア
第２２位：ブラジル
第２３位：中国
第２４位：南アフリカ
第２５位：インド



第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

２ 地域におけるＩＣＴ利活用は低調

○地域におけるＩＣＴシステム利活用事業の実施率は「防災 分野で２８ ３％ その他の分野（「医○地域におけるＩＣＴシステム利活用事業の実施率は「防災」分野で２８．３％。その他の分野（「医
療・介護」「教育」「就労」「観光」「地域産業」等）は概ね１０％以下と低調。

○地域ブロックごとにみても、全国と同様の傾向がみられ、地域特性はみられない。

全国自治体のＩＣＴ利活用状況（総括） 地域ブロックにおける各分野の実施状況（上位３ブロック）

4（出典）総務省「地域におけるＩＣＴ利活用に関する調査研究」（平成２２年）



第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

３ 公的サービス分野での国民のＩＣＴサービスの利用意向は高い

○「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」の公的サービス分野に関するＩＣＴサービスへの国民の利用療 健康」 教 労」 暮 」 野 関す 民
意向は６割以上と高い（事前診察予約：８１．９％、粗大ゴミ・不要品のリサイクルサービス：８１．７％）。

○個人情報の保護・セキュリティの確保、サービス利用の効果の「見える化」、コスト（負担）の軽減が主
な課題。

公的サービス分野におけるＩＣＴシステム・サービスの国民の利用意向

9.5  60.4  22.1  8.0 
健康状態に合わせ

た最適健康管理

サービス
６９．９％

利用意向計

【生活・暮らし】【医療・健康】 【教育・就労】

5.7  48.9  32.6  12.8 
個に応じた学びと

教え合い、学び合

う教育サービス
５４．６％

利用意向計

26.4  50.8  16.3  6.5 
引越手続のワンス

トップサービス ７７．２％

利用意向計

11.5  64.3  17.7  6.5 

サ ビス

病状に合わせた最

適医療サービス ７５．８％ 10.5  52.4  27.5  9.6 

う教育サ ビス

オンライン教育

ポータルサービス ６２．９％ 17.6  57.2  18.0  7.3 
税申告の作成等支

援サービス ７４．７％

20.4  61.5  13.4  4.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

診察の事前予約

サービス

利用したい 機会があれば利用したい あまり利用したくない 利用したくない

８１．９％ 9.7  50.8  28.8  10.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・資格に基づ

いた就業支援サー

ビス

利用したい 機会があれば利用したい あまり利用したくない 利用したくない

６０．５％ 23.5  58.3  13.6  4.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

粗大ゴミ・不用品のリ

サイクルサービス

利用したい 機会があれば利用したい あまり利用したくない 利用したくない

８１．７％

健康状態に合わせた最適健康管理サービス

個人情報の

保護・

セキュリティ

サービスの
効果の有無・

必要性

サービスの
利用に伴う

手間

サービスの
利用に伴う

費用

オンライン化

に伴う対人

トラブル

「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」のＩＣＴシステム・サービスに対する要望

…不安が特に多い

…不安が多い

病状に合わせた最適医療サービス

診察の事前予約サービス

個に応じた学びと教え合い、学び合う教育サービス

オンライン教育ポータルサービス

教育・資格に基づいた就業支援サービス

5（出典）総務省「ＩＣＴ利活用による地域活性化と国際競争力に関する調査研究」（平成２２年）

引越手続のワンストップサービス

税申告の作成等支援サービス

粗大ゴミ・不要品のリサイクルサービス



第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

４ 公的サービス 分野でのＩＣＴ利活用による経済価値は大

○ＩＣＴの利活用を徹底することにより「医療・健康」分野で約１．５兆円（年間）の消費者便益を創出。
○「教育 就労 分野や「生活 暮らし 分野でも大きな便益○「教育・就労」分野や「生活・暮らし」分野でも大きな便益。
○公的サービスの提供者側にも大きなコスト削減効果。例えば「医療・健康」分野で約１．９兆円(年

間）の削減が可能。
利用者の経済価値

5,777億円
健康状態に合わせた
最適健康管理サービス

病状に合わせた

医
療
・健

利用者の経済価値

2,443億円

6,682億円

病状に合わせた
最適医療サービス

診察の事前予約
サービス

健
康
サ
ー
ビ
ス

計１兆４,９０２億円
提供者の経済価値

１兆８,８３９億円

個に応じた学びと教え合い、
学び合う教育サービス

オンライン

教
育
・
就
労

802億円

2 383億円 計６ １９４億円
教育ポータルサービス

教育・資格に基づいた
就業支援サービス

労
サ
ー
ビ
ス

2,383億円

3,009億円

計６,１９４億円
提供者の経済価値

４０９億円

引越手続の
ワンストップサービス

税申告の
作成等支援サービス

生
活
・暮
ら
し

50億円

391億円 計４４５億円

（注）上記サービスの効果の実現度が２５％として推計 6

作成等支援サービス

粗大ゴミ・不用品の
リサイクルサービス

し
サ
ー
ビ
ス

（出典）総務省「ＩＣＴ利活用による地域活性化と国際競争力に関する調査研究」（平成２２年）

4億円

提供者の経済価値
３０８億円



第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

５ ブロードバンドサービスに対する国民の利用意向

○すべての国民がＩＣＴの恩恵を受けるためには 多くの国民のニーズを満たすブロードバンド上のア○すべての国民がＩＣＴの恩恵を受けるためには、多くの国民のニ ズを満たすブロ ドバンド上のア
プリケーションやサービス（ブロードバンドサービス）が質・量共に充実することが不可欠。

○インターネット及び郵送によるアンケート調査結果からブロードバンドサービスの今後の利用意向
をみると、電子商取引系のサービスに対する利用意向が一番高く、［３］インターネット自宅外利用をみると、電子商取引系のサ ビスに対する利用意向が 番高く、［３］インタ ネット自宅外利用
者は多くのサービスで高い利用意向。

ブロードバンドサービスの利用意向ブロードバンドサービスに関するアンケート調査の対象層

［１］ブロードバンド利用者

［３］インターネット
自宅外利用者

（１３．６％）

固定インターネット
利用者

固定インターネット
未利用者

自宅でＡＤＳＬ、
ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨ

回線のいずれか
を利用

学校・勤務先や
携帯電話でイン
ターネットを利用

（５７．０%）

［２］ナローバンド利用者 （２．７％）

［４］インターネット
未利用者

（１９．０％）

その他 （７．９％）

ダイヤルアップ、

ＩＳＤＮ、モバイル
データ通信回線の
いずれかを利用

インターネットを
未利用、または
利用経験なし

利用意向を確認したブロードバンドサービスの種類

7（出典）総務省「情報格差是正に関する調査」（平成２２年）



第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

６ ブロードバンドサービス普及で１．５％の成長率押し上げ

○全ての利用者層にブロードバンドサービスが普及した場合 ブロードバンドを通じた消費（財・サー○全ての利用者層にブロ ドバンドサ ビスが普及した場合、ブロ ドバンドを通じた消費（財 サ
ビスの購入）は、従来の消費（対面販売等）を代替する効果（Ａ）と新たに消費を生み出す部分（Ｂ）
が存在。

○ブロードバンドサービスの普及が進むことにより、新規増分支出（全世帯ベースで ８．７兆円）を創

直接効果
ブロードバンドを
介して支出される

家計消費額 ２４ ６兆円（兆円 ％は構成比）

○ブ ド ンドサ ビスの普及が進むことにより、新規増分支出（全世帯 スで ８．７兆円）を創
出し、名目GDPを１．５％(粗付加価値額約７．２兆円）押し上げる効果。

2.0 
15.9 

8.7 

140 
150 
160 
170 

・サービス市場：８兆円
・端末市場：０．６５兆円

・合計：８．７兆円

波及効果※4

家計消費額：２４．６兆円

計：１６１兆円家
計
消

（兆円 ％は構成比）

新規需要創出
（端末の増分も含む※3）

既存サービス消費

計：１６７.７兆円

（１．２％）

（１４．７％）

（５．２％）

（９．５％）

Ｂ

90 
100 
110 
120 
130  ・合計：３．６兆円

経済効果

・合計：１２．３兆円

消
費
支
出
額

既存サ ビス消費
の代替

（９．５％）
Ａ

159.0 
143.1 

40
50 
60 
70 
80  粗付加価値額

・合計：７．２兆円

５ 名目ＧＤＰ

（８５．４％）

額
（
年
間
）※

その他の家計消費分

（９８．８％）

0 
10 
20 
30 
40  ＋１．５% の名目ＧＤＰ

押し上げ効果※5

※

1

※1 ：総務省「家計消費状況調査」に基づく
※2 ：上記に集計されている「インターネットを利用した支出総額」より推計

現在（平成２１年実績） ブロードバンドサービスの普及が進展した場合

8（出典）総務省「情報格差是正に関する調査」（平成２２年）

集 支 額」 推
※3 ：端末の増分は、パソコン・テレビは世帯数、他は人口(16歳～69歳)
を 乗算し全体額を算出した上で、世帯あたり金額に換算。
※4 ：H19年情報通信産業連関表に基づく。
※5 ：2009年名目GDP（内閣府四半期別ＧＤＰ速報:474兆円）



第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

７ すべての国民がＩＣＴの恩恵を享受する社会を実現するための課題

○自宅でネットを利用しない理由として ［３］インターネット自宅外利用者についてはネットの割高感○自宅でネットを利用しない理由として、［３］インタ ネット自宅外利用者についてはネットの割高感
（年収が低いほど回答数が多くなる傾向）、［４］インターネット未利用者についてはリテラシー面で
の不安感（年齢が高くなるほど回答数が高くなる傾向）が目立つ。

○さらなるネット環境の価格の低廉化と抵抗感のない利用環境を実現するための対策や支援策が、○さらなるネット環境の価格の低廉化と抵抗感のない利用環境を実現するための対策や支援策が、
国民のさらなるＩＣＴ利用へとつながっていく。

ブロードバンドサービス利用を促進させる対策や支援策固定インターネット未利用者が固定インターネットを利用しない理由

全体全体

58 4

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％） 0 10 20 30 40 50 60（％）

［３］インターネット自宅外利用者（年収別） ［４］インターネット未利用者（年齢別）
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71.4 

48.5

45.7

51.2 

67.7
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46.1 

62.2

37.7

43 4

54.6

38.1

45.2

48.9

56.5

25.4

パソコンを所有していない、価格が高い

自宅外や携帯電話の利用で十分

通信料金が高い

3.6 

5.3 

26.4

18.6 

20.4 

15 2

29.3 

35.4 

29.5 

12.9 

28.1 

32.5 

41.4 

43.0 

情報を調べてもらう等、お願いできる人

がいる

興味はあるが、利用する必要性がない

9（出典）総務省「情報格差是正に関する調査」（平成２２年）

16.7 
35.8 

30.4 

43.4 

29.5 

36.8 

22.5 

30.3 

8.6 

16.7 

22.0 

通信料金が高い

初期費用（工事費など）が高い

１００万円未満（ｎ＝８） １００万円～２００万円未満（ｎ＝４１） ２００万円～４００万円未満（ｎ＝１５０）

４００万円～６００万円未満（ｎ＝１３４） ６００万円～８００万円未満（ｎ＝５９） ８００万円～１０００万円未満（ｎ＝２７）

１０００万円～１５００万円未満（ｎ＝１２）

15.9

15.2

38.5

26.2

25.6

47.7

41.2

51.4

47.3

54.5

45.9

きっと使いこなせない、使いきれないか

ら

パソコンの使い方がわからない

２０歳未満（ｎ＝３） ２０歳～２９歳（ｎ＝６） ３０歳～３９歳（ｎ＝２９）

４０歳～４９歳（ｎ＝３８） ５０歳～５９歳（ｎ＝１４８） ６０歳以上（ｎ＝４０２）



第１章第１節 ＩＣＴ利活用の徹底による地域活性化

８ ＩＣＴによる地域の活性化の先進事例

○地域活性化 要素は「熱意ある中心人物 「異主体 異業種 連携 協働 「多様な外部人材と○地域活性化の５要素は「熱意ある中心人物」「異主体・異業種の連携・協働」「多様な外部人材との
連携」「積極的な情報発信・交流」と、これらを支える「ＩＣＴによる緩やかなネットワーク」

まちおこしプロジェクトＩＣＴを活用した首都圏 の海産 まちおこしプロジェクト

「ヨコッター」（秋田県横手市）

【地域資源】内外居住者の地元愛

【内容】地元を元気にしたい若者のア
イデアを発端に ＩＣＴで地域情報を内

ＩＣＴを活用した首都圏への海産
物の住民参加型プロモーション

（島根県海士町）

【地域資源】地元海産物(岩がき、白
イカ等）

イデアを発端に、ＩＣＴで地域情報を内
外に発信。リアルの地域活動に展開

「緑の産業」アニメ産業による

地域振興（東京都杉並区）

【内容】Ｉターン者の新鮮な視点で撮
影・編集された海産特産品映像を首
都圏に配信して第1次産業の再生に
貢献

地域振興（東京都杉並区）

【地域資源】地元アニメ産業

【内容】「緑の産業」であるアニメ産業
の振興と、「アニメのまち」として観
光・商店街活性化などの地域活性化
に取り組む

「Ruby」による地域振興の取組
（島根県松江市）

【地域資源】Rubyおよび、開発者

【内容】世界的プログラミング言語 に取り組む【内容】世界的プログラミング言語
「Ruby」開発・普及の活動目的ごとに
様々な主体を設置、情報発信や関係
者間の情報共有にＩＣＴを活用

商店街情報発信プロジェクト

内子フレッシュパークからり」に
おけるＩＣＴによる中山間地域農
業の活性化（愛媛県内子町）

地域内 地域外

縁のある方
(出身者等）

興味を

住民
（Ｕ･Ｉターン）

中心人物

熱意ある
中心人物

多様な
外部人材と
の連携

住民

商店街情報発信プロジェクト

「大名なう」（福岡県福岡市）

【地域資源】地元商店街

【内容】地域外居住者と地元住民を
中心としたメンバーが役割分担し ＩＣ

業の活性化（愛媛県内子町）

【地域資源】地元農産品（野菜、果樹、
花き等）

【内容】簡単操作のＰＯＳシステムに
導入により農産物直売所の売上増、
農家 意識も売 向 夫をする

興味を
持った方

まちづくり活動を

訪問・交流
したい方
(観光等）

ＮＰＯ
行政

（県・市等）

産業団体
（商工、観光、
農林水産等）

企業

情報発信

情報交流

ICTによる緩
やかなネット

ワーク

10

中心としたメンバーが役割分担し、ＩＣ
Ｔで商店街のリアルタイム情報を配
信、来訪者増及びまちあるき観光を
促進

農家の意識も売上向上の工夫をする
よう変化

まちづくり活動を
支援したい方

ビジネスを
したい方

教育機関
（大学等）

マスメディア

異主体・
異業種の連
携・協働

情報交流
訪問・ネット参加

積極的な
情報発信・

交流

【利用ＩＣＴ例】
・Ｗｅｂサイト
・SNS
・Blog
・ミニブログ（twitter）
・メール 等

【利用ＩＣＴ例】
・Ｗｅｂサイト
・SNS
・Blog
・ミニブログ（twitter）
・メール 等

（出典）総務省「我が国のＩＣＴ利活用の先進事例に関する調査研究」（平成２２年）



○核家族や個々人のライフステージの変化や多様化が 人々の触れ合いの機会や関係を希薄化

第１章第２節 ＩＣＴによる地域の絆の再生

１ 地域のつながりの変化と現状

○核家族や個々人のライフステージの変化や多様化が、人々の触れ合いの機会や関係を希薄化。
○ＮＰＯなどのボランティアに参加していない人が９割弱。今後は参加したい人は５割を超えるが、参

加するきっかけや情報がないことが制約。
○人口減少と高齢化で地方のコミュニティは危機 都市は高齢化加速で地域での見守りが課題

高齢化と人口増減率つながりの変化 ＮＰＯ・ボランティアの参加状況

○人口減少と高齢化で地方のコミュニティは危機、都市は高齢化加速で地域での見守りが課題。
○ソーシャルメディアなどのＩＣＴコミュニケーションツールを活用した「絆」の再生に期待が高まる。

人間関係について感じること ＮＰＯやボランティアの参加状況
三大都市圏とそれ以外の道県の高齢化と人口増減率（2004・2009年比較）

人間関係について感じること ＮＰＯやボランティアの参加状況

人間関係が難しくなった理由

ＮＰＯやボランティア等の活動に参加しない理由

（出典）内閣府「安全 安心に関する特別世論調査 （平成 年）

総務省「人口推計より作成

（出典）内閣府「安全・安心に関する特別世論調査」（平成１６年）

ソーシャルメディア（ブログ・ＳＮＳ・マイクロブログ）や地域ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した「絆」の再生に期待
11

（出典）内閣府「平成１９年版国民生活白書」



第１章第２節 ＩＣＴによる地域の絆の再生

２ ソーシャルメディアの利用により「絆」を再生

○６５歳以上の高齢者のインターネット利用率は、３６．９％と低調（全体平均７８％）。歳 高 、 体
○年齢が高くなるほどソーシャルメディア（ブログ、ＳＮＳ、マイクロブログ等）の利用率は低い。
○ソーシャルメディアで「家族・親戚の絆」「友人・知人の絆」「世代間の絆」「職場の絆」を再生する効

果は高い。年齢が高くなるほど「絆」を再生する効果が高く、高齢者のインターネット利用の推進が
重要な課題。

ソーシャルメディアの利用で深まった絆

20 2

0 10 20 30 40（％）

75 3 78.0 
80%

100%

平成20年末 平成21年末

高齢者のインターネット利用率

20.2

30.2

7 5

19.8

39.7

18.5

22.9

家族・親戚の絆

友人、知人の絆
28.1 

37.6 

27.7 

14.5 

75.3 

36.9 

58.0 

32.9 

18.5 
20%

40%

60%

80%

ソーシャルメディアの利用率

7.5

15.8

11 0

7.6

16.5

7.9

14.3

地域住民間の絆

世代間の絆 ブログ

SNS

イク ブ グ

0%

６５歳以上 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上 （参考）全体

（出典）総務省「平成２１年通信利用動向調査」
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（出典）総務省「ソーシャルメディアの利用実態に関する調査研究」（平成２２年）
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第１章第２節 ＩＣＴによる地域の絆の再生

３ 地域ＳＮＳによる地域の絆の再生

○全国に約５００強の地域ＳＮＳ。企業・行政・ＮＰＯなど多様な運営主体。３０代以上の利用者が多い。○全国に約５００強の地域ＳＮＳ。企業 行政 ＮＰＯなど多様な運営主体。３０代以上の利用者が多い。
○都市型地域ＳＮＳは「防犯・安全安心」「市民の交流」を重視、地方型地域ＳＮＳは「地域外への地
域情報の発信」「新たな地域メディアやアーカイブづくり」を重視。

○地域ＳＮＳ利用者の６割が、「人との出会い」「地域情報の入手」「地元への愛着」などの効用を実感。域 利用者 割 、 会 」 域情報 入 」 愛着」 効用を実感。

地域ＳＮＳ数の推移 運営母体 対象範囲
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13（出典）総務省・国際大学ＧＬＯＣＯＭ「地域ＳＮＳに関する調査研究 」（平成２２年）



第１章第３節 すべての国民の社会参加を支えるＩＣＴ

１ テレワークによるサステナブル※社会の実現

○企業の導入率は１９．０％ （平成２１年末）。多様な就業形態、ワークライフバランスの実現・向上は、企業

※持続可能な

○企業の導入率は （平成 年末）。多様な就業形態、ワ クライ ラン の実現 向 は、企業
の業務効率・生産性向上と表裏一体をなし、企業と社員が相互に利益を得る関係を構築。

○労働力人口減下において、企業にとってこれまで以上に女性や高齢者、チャレンジドの能力活用は有力
な選択肢。 「地域に適当な仕事がない」「家事・育児」などの理由により潜在化していた労働力層がテレ

ワークにより就業機会を得たとすれば、約１５０万人の新規労働力人口増の実現が可能。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ワ クライフ

12,777 

12,500

13,000
（万人）

高位推計

我が国の総人口の見通しテレワーク導入目的企業のテレワーク導入率

10.8

15.7

19 0

3.5

5.2

4 0

84.5

77.2

76 2

平成19年末

平成20年末

平成21年末

多様な働き方
（勤務継続の確保）

ワークライフ
バランス

（仕事と生活の調和）

事業継続
（非常時対策）

9,777 

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000
中位推計

低位推計

19.0 4.0 76.2平成21年末

導入している 導入していないが、

具体的導入予定がある

導入していないし、

具体的導入予定もない

無回答

経営目的
（業務効率・生産性向上）

ブ 社会 指す我が とし 必 不 欠 あ と 改め 社会全体 認識し推進す 必

8,993 

8,411 

8,000

8,500

9,000

（年）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計）」（出典）総務省「平成２１年通信利用動向調査」

サステナブル社会を目指す我が国として必要不可欠であることを改めて社会全体で認識し推進する必要
「高齢者となっても働き続けられる社会」 「地方に居住していても能力を発揮して働くことのできる社会」 「環境負荷軽減に対応した社会」

在宅勤務日の通勤負荷の軽減により生じた時間帯を テレワークにより約１５０万人の新規労働力人口増が可能
ワークライフバランスのために使用

テ ク り約 新規労働力 増 可能

14（出典）総務省「労働力調査」（出典）総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究」



第１章第３節 すべての国民の社会参加を支えるＩＣＴ

２ ＩＣＴを活用したチャレンジドの方々の社会参加・生活支援

○未就労の身体障がい者のうち就業希望者は５８ ７％ 小規模事業者の雇用率が低調

情報の入手方法

○未就労の身体障がい者のうち就業希望者は５８．７％。小規模事業者の雇用率が低調。
○身体障がい者のＩＣＴによる情報入手も１割未満と低調。パソコン未利用者で利用希望者は１４．７％。
○ＩＣＴを活用してチャレンジドの生活支援・社会参加の実現に向けて取り組む「ＮＰＯ」等が重要。

就業状況 情報の入手方法

障がい者の雇用状況（企業規模別雇用率）障がい者の就労実態チ
ャ
レ
ン
ジ

27.9%

27.9%

51.3%

61.1%

80.2%

ラジオ

自治体広報

家族・友人

一般図書・新聞・雑誌

テレビ（一般放送）

1.63規模計
58.7 35.4

5.9

身体障がい者(722人）

就業状況

ジ
ド
の
雇
用
と

4.5%

1.5%

1.8%

4.1%

8.6%

8.6%

その他

録音・点字図書

手話放送・字幕放送

ファックス

携帯電話

ホームページ・電子メール

(複数回答）

1 59
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1.40

300～499人

100～299人
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知的障がい者(160人）

と
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現

（出典）厚生労働省「平成18年身体障害児・者実態調査」
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わからない 21.6% 回答なし 19.3%
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1.83

1.64

1.59

1,000人以上

500～999人

300～499人

62.3 33.1

4.6

0% 50% 100%

精神障がい者(283人） 図表 パソコン未利用者におけるパソコン利用希望の状況

現
状

（出典）厚生労働省発表「身体障害者、知的障害者及び精神障害者就業実態調査の
調査結果について」（平成20年1月18日）により作成

（出典）厚生労働省「平成21年6月1日現在の障害者の雇用状況について」 0% 20% 40% 60% 80% 100%
（出典）厚生労働省「平成18年身体障害児・者実態調査」

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00

ＩＣＴを活用したテレワーク等の導入による ＩＣＴ機器・サービス等における

就業希望あり 就業希望なし 無回答

特例子会社 株式会社沖ワークウェル まるく株式会社（愛媛県松山市） 特定非営利法人活動法人 プロジェクトゆうあい
（島根県松 市）

多様な就労機会の創出 アクセシビリティやユーザビリティ向上

15

親会社の技術支援により、多地点音声
コミュニケーションシステムを開発・活
用する。重度障がい者を30名以上在
宅勤務で雇用

障がい者自らが起業。行政の支援を
受け業務を推進。フェイストゥフェイス
のコミュニケーションも大切にし、スカ
イプ等を活用したテレワークも実施

（島根県松江市）

産学官野の４者の連携・協働により、ＩＣＴを活用し
たチャレンジドを支援する機器や仕組みを開発・普
及。チャレンジドの立場から取り組む。



第１章第３節 すべての国民の社会参加を支えるＩＣＴ

３ 高齢者の生活を多様な面から支えるＩＣＴ

○６５歳以上の高齢者のインターネット利用率は ３６ ９％と全体平均（７８％）に比べて依然 低調○６５歳以上の高齢者のインターネット利用率は、３６．９％と全体平均（７８％）に比べて依然、低調。
○高齢化も進み、一人暮らし高齢者や要支援・要介護高齢者も年々増加傾向。
○高齢者の生活を多様な面から支えるＩＣＴを推進する技術開発やＮＰＯなどの活動が重要。
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高齢者のインターネット利用率 要介護別高齢者の推移
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22.5
20.9

20

25

5000

6000

7000

8000
千人 ％一人暮らし高齢者の動向

高
齢

28.1 

37.6 

27.7 

14.5 

36.9 
32.9 

18.5 

0%

20%

40%

508 627
45

21,240
1,328

1,423
895 769

596
611

645
750 802

486
522

552 645 705473

1,000

2,000

3,000 要介護2

要介護1

経過的

要介護

要支援2

要支援１
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0%

６５歳以上 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上 （参考）全体

アクティブシニアの積極的な 高齢者の生活をサポ ト 加齢に伴う機能低下を補完 要介護・要支援になってもコ

593 669 718
527 550

0

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

要支援193 233 310 460 742 1,051688

00

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

一人暮らしの者（千人） 男 一人暮らしの者（千人） 女

高齢者人口に占める割合（％） 男 高齢者人口に占める割合（％） 女

年

（出典）総務省「平成２１年通信利用動向調査」 （出典）内閣府「平成２０年版高齢化白書」
厚生労働省「介護保険事業状況報告書（年報）」により作成

シニア自身がＩＣＴを活用し
て積極的に社会参加活動を

脳通信技術による支援
（脳とＩＣＴ）

アクティブシニアの積極的な
社会参加を支援

高齢者の生活をサポート 加齢に伴う機能低下を補完 要介護・要支援になってもコ
ミュニケーション手段を確保

ユビキタスネットワークロボット
の研究開発 バリアフリー化の推進

て積極的に社会参加活動を
行うＮＰＯ等の団体

（シニアネット）

シニア同士でＩＣＴの活用の仕方が
学べる場を提供するとともに、ＩＣＴ

（脳とＩＣＴ）

「脳とＩＣＴに関する懇談会」において、
脳科学とＩＣＴを融合した脳情報通信
技術を活用して高齢者やチャレンジ
ドの支援に適用するための取り組む

ネットワークロボット技術の実現によ
り、高齢者・チャレンジドの日常生活
をさまざまな側面から支援可能

「
ロ
ボ
ッ

ア
ピ
タ
精

利用環境のユニバーサル化の、高
齢者・身体チャレンジドのＩＣＴ利活
用支援、視聴覚チャレンジド向けの

放送の普及などを促進

16

を活用して参加メンバーのコミュニ
ケーションを良くし、メンバーの社会

参加活動の幅を広げている

べき課題や推進方策を検討ッ
ト
連
携
買
物
支
援
」

精
華
台
店
で
の
実
証
実
験



第 章 グリ による環境負荷軽減と地域活性化第２章 グリーンＩＣＴによる環境負荷軽減と地域活性化
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第２章第１節 グリーンＩＣＴがなぜ重要なのか

グリーンＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果と諸外国の関連政策

○グリーンＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果は １９９０年度のＣＯ２総排出量の１０％に当たる約１ ２５○グリ ンＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果は、１９９０年度のＣＯ２総排出量の１０％に当たる約１．２５
億トン。

○諸外国では国家戦略としてグリーンＩＣＴ関連の政策を打ち出し、民間のＣＯ２排出削減に係わる活
動を支援しつつ推進。動を支援し 推進。

グリーンＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果

• ＩＣＴを活用したグリーン化（Ｇｒｅｅｎ ｂｙ ＩＣＴ）によるＣＯ２排出削減効果
は ２０２０年には最大で約１ ５億トンの見込み

諸外国のグリーンＩＣＴ関連の政策

グリーン・ニューディール政策：
・「環境ビジネスで雇用創出につなげる」との考えは、２０２０年には最大で約１．５億トンの見込み

• ＩＣＴ自体のグリーン化（Ｇｒｅｅｎ ｏｆ ＩＣＴ）の一層の推進により、ＩＣＴ機器
などのＣＯ２排出量を、２０１２年と同水準の約３，０００万トンに抑制

米国

環境 雇用創 げ 」 考
・再生可能エネルギーへの１０年で１，５００億ドルの

投資、５００万人のグリーン雇用の創出が目標

スマート・グリッド政策：
・関連プロジェクトに１１０億ドルの支出を決定
既に１００件のスマ ト グリ ドプロジ クトで スマ ト

SOGE 及び Greening Government ICT：
英国政府内のグリーンＩＣＴを政府ＣＩＯの主導で推進

・既に１００件のスマート・グリッドプロジェクトで、スマート
メーター１，８００万個、スマート変圧器２０万個などの
導入を支援することを公表済み

英国
英国政府内のグリーンＩＣＴを政府ＣＩＯの主導で推進

グリーンＩＴ国家戦略：

CRC：
民間・公共の大規模事業者に排出量取引を義務化。

２０１０年からの３年間の試行期間後、導入予定

韓国

グリ ンＩＴ国家戦略：
２００９年からの５年間４兆２,０００億ウォン（約３,３６０億

円）を集中投資することにより、ＣＯ２排出削減及び５万２
千人の雇用創出を目指す

PFE：

18（出典）総務省「２０２０年におけるＩＣＴによるＣＯ２削減効果（環境問題対応ワーキンググループ）」
（出典）総務省「ＩＣＴ利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査」（平成２２年）

スウェー
デン

エネルギー削減量に応じた減税措置、エネルギー削減
関連コンサルティングの提供などにより、２００９年の年
間ＣＯ２排出量を２００４年比で約３％削減



第２章第２節 グリーンＩＣＴによる地域活性化への道

グリーンＩＣＴを活用して地域の活性化に結びつけている各種事例

○国内の農林水産業において グリーンＩＣＴを用いることによりＣＯ２排出削減のみならず 産業振興○国内の農林水産業において、グリ ンＩＣＴを用いることによりＣＯ２排出削減のみならず、産業振興
と地域の活性化にも結びつけている事例が存在。

○海外の情報通信関連企業の一部は、環境のみならず経済的にもプラスの影響を与えるといったグ
リーンＩＣＴの本質を見据え、地域社会とも連携した先進的な取組に着手。リ ン の本質を見据え、地域社会とも連携した先進的な取組に着手。

国内の農林水産業におけるグリーンＩＣＴ 海外の情報通信関連企業によるグリーンＩＣＴ

農業
衛星画像解析に基づいた農作業最適化により、ＣＯ２排出削減、作業負荷削減、
地域の連帯感醸成を同時に実現

ＣＩＳＣＯ社（米国 通信機器メーカー）

• 戦略的組織の下、グリーンＩＣＴを全社で推進

• テレワークや電話会議システムを顧客を巻き込ん
で徹底活用

• ２０１０年に温室効果ガスの２００７年比４０％削減
で「最も環境負荷削減に貢献している会社」１位に

導入前 導入後

小麦圃場の生育度表示例
赤：生育が進んでいる位置

青：生育が遅れている位置

25,000 

30,000 

35,000 

（kg‐CO2／年） ＣＯ２排出量（絶対値）の比較

年間ＣＯ２排出量の

２９％（１０,０９０ｋｇ相当）を削減

で「最も環境負荷削減に貢献している会社」１位に
• 同時に従業員一人当たり収益を５年間で倍増

• 同社のグリーンＩＣＴの仕組みを自治体にも展開、
企業誘致を推進し、地域の活性化に貢献・個々に目視で作付け状況管理

・個々に収穫実施
・乾燥設備利用が非効率

・衛星画像を利用して生育状況を解析
して、結果を可視化。

・刈取り計画を最適化
・乾燥設備利用を効率化

34,000 

23,910 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

最適化前 最適化後最適化前 最適化後

林業

素材生産 建設木材加工

樹木管理システム

立木配置図

木材流通トレーサビリティシステム

ＩＣＴで林業をみえる化し、生産性
向上と環境保全を実現

水産業
携帯電話を活用して、水産物の
輸送効率化を実現 • データセンターの消費電力量を６割削減

• 従業員のエコカー通勤を支援
• グリーンＩＣＴコンサルティングを提供

ブリティッシュテレコム社（英国 通信事業）

＜本日の水揚げ（例）＞
・大船渡 大浜・重根 定置さけ 30本
・宮古三丁目 定置さけ 300本
・山田大沢 松島 定置さけ 40本
小壁小あじ

製材所
素材生産
業者

建設
業者

木材加工
業者

電子タグ

立木配置図

情報共有電子タグ

電子タグ 電子タグ

電子タグ

出荷情報等
入出荷情報
特性データ 等 入出荷情報等

入荷情報等

個体特定 エリクソン社
（スウェーデン 携帯電話端末メーカー）

• グリーンＩＣＴに不可欠なセンサー技術を医療分野
や地域社会に展開

水揚げ情報

リアルタイム配信

市場関係者・仲介業者は
インターネットを介して閲覧

その日に必要な適正台数のみ
準備すればよく、効率がよい

・小壁小あじ 3.5t
・首崎せぐろ､小あじ､ぎはぎ､するめ込 2t

19（出典）総務省「ＩＣＴ利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査」（平成２２年）

一般需要家
等

木材流通

モニタリングＤＢ

木材動産担保
金融システム

閲覧

在庫状況等確認して支払い

在庫等
品質、物流データ等

• 製造業者としては他に例を見ない製品寿命を延ば
す取組に着手

• 自社の先進技術を他国の通信キャリアに展開

リアルタイム配信
サービス

船上から
水揚げ情報を入手
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第３章第１節 日本の情報通信産業の現状とＩＣＴ徹底活用による経済成長への貢献

１ 情報通信産業が経済成長をけん引

○情報通信産業の市場規模は全産業の約１割（９６．５兆円）。
○情報通信産業は日本経済の実質成長の約１／３を実現（不況時でも一貫してプラスの貢献）。

情報通信産業を含む主な産業の市場規模

（％）

経済全体の実質成長への寄与

情報通信産業

96.5兆円
9.6%

電気機械（除情報通信機器）

33.1兆円 3.3%

輸送機械

59.4兆円
5.9%

1.7  2.4  2.0 
1.6

2.6 

1.6 

2.9 

1 4

2.7 

1.9  2.0 
2.4 

2.0 

3.0 

建設（除電気通信施設建設）

60.2兆円 6.0%

全産業の市場規模

1.0  0.7 
0.3  0.3  0.5 

0.9 
0.4  0.7  0.8  0.7  0.4  0.7  0.4 

0.9 

‐0.5 0 7
‐0.2 

0.7 
1.2  1.6 

1.6 

‐0.1 
0.2  0.3 

1.4 

0.0 

1.0 

卸売

66.2兆円
6.6%

小売

32 2兆円

その他の産業

581.4兆円
57.8%

産業 市場規模

（平成２０年）

1005.1兆円

‐2.3 

0.5  ‐0.7 

‐1.6 

2 0

‐1.2 

‐2.0

‐1.0  実質成長への
情報通信産業
の寄与

32.2兆円
3.2%

運輸

41.1兆円
4.1%

鉄鋼

‐2.0 

‐3.0 

2.0 

平成８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０（年）

34.9兆円
3.5%

21

情報通信産業 その他の産業 実質GDP成長率

（出典）総務省「ＩＣＴの経済分析に関する調査」（平成２２年）



第３章第１節 日本の情報通信産業の現状とＩＣＴ徹底活用による経済成長への貢献

２ 情報通信産業は全ての産業に大きな経済波及効果

○情報通信産業 産業全体 付加価値誘発額は 貫 上昇 全 産業分野 中 最大○情報通信産業の産業全体への付加価値誘発額は一貫して上昇。全ての産業分野の中で最大の
１２０．４兆円（平成２０年）。

○情報通信産業の雇用誘発数は７５５万人（平成２０年）。これは小売業や建設業に比肩する規模。

付加価値誘発額の推移 雇用誘発数の推移
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平成８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０（年）

情報通信産業 鉄鋼 電気機械（除情報通信機器）

輸送機械 建設（除電気通信施設建設） 卸売

0 
10 

平成８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０（年）

情報通信産業 鉄鋼 電気機械（除情報通信機器）

輸送機械 建設（除電気通信施設建設） 卸売

22（出典）総務省「ＩＣＴの経済分析に関する調査」（平成２２年）

輸送機械 建設（除電気通信施設建設） 卸売

小売 運輸

輸送機械 建設（除電気通信施設建設） 卸売

小売 運輸



第３章第１節 日本の情報通信産業の現状とＩＣＴ徹底活用による経済成長への貢献

３ 情報通信産業が持続的な成長に不可欠

○産業連関の変化を２００８年と２０２０年（予測）で比較 ２００８年と２０２０年の「影響力係数※１ 」と○産業連関の変化を２００８年と２０２０年（予測）で比較。２００８年と２０２０年の「影響力係数※１ 」と
「感応度係数※２ 」の変化をみると、「付加価値ベース」（左図）と「生産ベース」（右図）ともに平均以
上で上昇傾向にあるのは、情報通信産業のみ。他部門産業のけん引を担うとともに、他部門産業
成長のフィードバックも享受する情報通信産業は、日本の持続的な経済成長に不可欠。成長のフィ ドバックも享受する情報通信産業は、日本の持続的な経済成長に不可欠。

※１影響力係数：当該部門に1単位の需要が発生したときに、すべての部門に誘発される付加価値量を相対的に表したもの(産業平均１）
※２感応度係数：すべての部門に1単位の需要が発生したときに、当該部門に誘発される付加価値量を相対的に表したもの（産業平均１）

影響力係数と感応度係数の変化（付加価値ベース） 影響力係数と感応度係数の変化（生産ベース）

響

情報通信産業（20年）

金融・保険業（20年）1.60 

1.80  ※１情報通信産業に含まれている製造部門は含まない

※２情報通信産業に含まれている建設業は含まない

※３情報通信産業に含まれているサービス業は含まない

製造業（※1）（20年）

3.00  ※１情報通信産業に含まれている製造部門は含まない

※２情報通信産業に含まれている建設業は含まない

※３情報通信産業に含まれているサービス業は含まない

２０２０年までに影響力係数、感応度係数
が産業平均を上回り、各係数ともに上昇
傾向にある部門は、情報通信産業と金
融・保険業であると予測される。

２０２０年までに影響力
係数、感応度係数が産
業平均を上回り 各係

情報通信産業（08年）

製造業（※1）（08年）
卸売・小売業（08年）

金融・保険業（08年）

サービス業（※3）（08年）

政府サービス生産者（08年）

製造業（※1）（20年） 卸売・小売業（20年）

サービス業（※3）（20年）

1.20 

1.40 

係
数

製造業（※1）（08年）

製造業（ ）（ 年）

2.00 

2.50 

係
数

第１象限（右上）にあるほど、他の
産業に影響を与え、また他の産
業からの影響を受ける産業

業平均を上回り、各係
数ともに上昇傾向にあ
る部門は、製造業、情
報通信産業であると予
測される。

不動産業（08年）

運輸（08年）

政府サ ビス生産者（08年）

対家計民間非営利

サービス生産者（08年）

電気・ガス・水道業（20年）

不動産業（20年）

運輸（20年）

政府サービス生産者（20年）

0.80 

1.00 感
応

度
係

情報通信産業（08年）

金融・保険業（08年）

サービス業（※3）（08年）

情報通信産業（20年）

金融・保険業（20年）
サービス業（※3）（20年）

1.50 感
応

度
係

農林水産業（08年）

鉱業（08年）

建設業（※2）（08年）

電気・ガス・水道業（08年）

農林水産業（20年）
鉱業（20年）

建設業（※2）（20年）

電気 ガス 水道業（20年）
対家計民間非営利

サービス生産者（20年）

0 40

0.60  農林水産業（08年）

鉱業（08年）

建設業（※2）（08年）

電気・ガス・水道業（08年）

卸売・小売業（08年）

不動産業（08年）

運輸（08年）

政府サービス（08年）

対家計民間非営利サービス

（08年）

農林水産業（20年）

鉱業（20年）
建設業（※2）（20年）

電気・ガス・水道業（20年）
卸売・小売業（20年）

不動産業（20年）

運輸（20年）

サ ビス業（※3）（20年）

政府サービス（20年）

対家計民間非営利サービス0.50 

1.00 

23（出典）総務省「ＩＣＴの経済分析に関する調査」（平成２２年）

0.40 

0.70  0.75  0.80  0.85  0.90  0.95  1.00  1.05  1.10  1.15 

影響力係数

（20年）
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影響力係数
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４ 我が国の情報通信資本の成長は低水準

○主要１０か国の国際比較で 過去１０年間の情報通信資本の成長は最低水準 米国（約４倍） 英○主要１０か国の国際比較で、過去１０年間の情報通信資本の成長は最低水準。米国（約４倍）、英
国（約４．５倍）の半分の成長にとどまる。特に「小売」「対個人サービス」「農林水産業」「医療・福
祉」「教育」等のＩＣＴ利活用の分野で低迷。

全産業 小売 対個人サービス（飲食・宿泊・自営業等）

600 

（１９９５年を１００とした指数）
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５ 情報化投資加速・ＩＣＴ利活用の促進による経済成長

○金融・保険以外の産業では、ＩＣＴ教育をまったく実施していない企業の割合は４～６割。「ＩＣＴ教育融 保険 産業 、 教育を 実施 業 。 教育
実施」や「ＣＩＯ設置」は、労働生産性に対してプラスの効果。

○情報化投資を加速し、ＩＣＴ利活用を促進した場合、 ２０２０年に実質成長率で約０．８％の上乗せ
の可能性。

情報化投資加速・ＩＣＴ利活用促進による産業別経済成長
シミュレーション（実質ＧＤＰ成長率・年率換算）

ＩＣＴ教育の実施状況

ＩＣＴ教育が労働生産性に与える効果（回帰分析による推定結果）

［１］１９９５年から２００５年における各要素の成長率を、２０２０年までの１０年間
に適用するベースラインシナリオと、［２］情報化投資を倍増させるとともにＩＣＴ
教育等の推進によりＩＣＴ利活用を促進するシナリオ（ベースラインシナリオにお
ける情報通信資本投入の成長率を２倍にし ＩＣＴ教育等により労働の質の向上ける情報通信資本投入の成長率を２倍にし、ＩＣＴ教育等により労働の質の向上
を促進するシナリオ）

25（出典）総務省「産業の成長における情報通信資本の寄与に関する国際比較分析に関する調査」（平成２２年）



第３章第２節 ＩＣＴが支えるイノベーションとグローバル展開による競争力強化

１ 我が国のイノベーションは「サービス開発力」「利活用力」「人材育成力」が課題

○我が国のイノベ ション環境は「②製品・サ ビスの洗練度」は高い○我が国のイノベーション環境は「②製品・サービスの洗練度」は高い。

○他方、新たなサービスを生み出す「①持続的変化対応力」、ＩＣＴの利活用を促す「③ビジネス基盤
成熟志向」、高度人材育成等の「⑤科学技術ビジネス対応力」の比率が米国等と比べて低く、結果
としてイノベーション力を低下させている これらの強化が今後の課題としてイノベ ション力を低下させている。これらの強化が今後の課題。

○スウェーデンや米国は、イノベーション環境の各要素がバランスよく高い水準。

日本と他の先進国のイノベーション環境比較イノベーション環境とイノベーション総合力（※）

スウ デン
米国との格差

70

日本

スウェーデン

40

50

60

70

①
持続的変化

対応力

インプット（＝イノベーション環境） アウトプット（＝イノベーション総合力）

0 88**

先進技術製品の政府調達、
ベンチャーキャピタルの有
効性、企業の研修等

バリューチェーンの広がり、

30

40
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60

56.6
(12位)

44.4
(23位)

65.1
(1位)

63.5
(3位)

62.0
(4位)

10

20
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40

① ② ③
⑤

科学技術
④

②
製品・サービス

の洗練度

0.88**

0.80**
0.58**

0.57**

0.65**

国内の仕入れ先の質、顧
客志向度等

電子政府成熟度、イン
ターネット利用率、産
業振興政策によるビジ
ネスのしやすさ等

32.6
(27位)

37.3
(28位)

57.3
(7位) 

67.0
(2位)

56.7
(8位)

10

20

因子1
持続的変化対応力

因子2
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因子3
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因子5
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力

因子4
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志向
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60

70

持続的変化対応力 製品・サービス
の洗練度

ビジネス基盤
成熟志向

科学技術
ビジネス
化対応力

市場開放
志向

④
市場開放志向

③
ビジネス基盤
成熟志向

イノベーション総合力0.82**

0.33

0.41*

海外直接投資比率、
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場の自由度
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科学技術

ビジネス化
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場の自由度

経営大学院の質、特殊な
研究・訓練サービスの国内
での利用可能性

26（出典）総務省「ＩＣＴ利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査」（平成２２年）
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※イノベーション環境に関連する２１項目の指標により、
地域バランスを考慮した２９か国で分析・評価
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２ 若者が生み出すベンチャー

○１０代後半からパソコンやインタ ネット等に慣れ親しんでいる７６世代の若手経営者は 我が国の○１０代後半からパソコンやインターネット等に慣れ親しんでいる７６世代の若手経営者は、我が国の
ブロードバンド、モバイル環境を当然の選択肢として「自然に」取り入れることにより、既存のビジネ
スの枠組みを超えるＩＣＴユーザーの視点に立った新たなビジネスモデルを構築

○経営者自身による積極的なＩＣＴを用いた情報発信 外部の安価なＩＣＴサービス活用でねん出した○経営者自身による積極的なＩＣＴを用いた情報発信、外部の安価なＩＣＴサービス活用でねん出した
資金の本業への集中投下、ＩＣＴによる従業員のコミュニケーション活性化及び自発性向上といった
点が特徴

ビジビジ

フ イナンス 資青年期（初期段階）にお

やりたいことを実現する
ために起業。自分で決定
しつづけたい。

若者のベンチャービジネスにおけるＩＣＴ活用事例分析の結果若者のベンチャービジネス事例の分析フレーム

ベ

創業ステージの各段階で、「人・組織」「戦略」「ファイナンス・資本市場」の
３分野でＩＣＴをどのように活用したかを分析
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ロジェクト進捗状況、人
事評価システム等の人事
系システムの開発

業
展
開

ＩＣＴ基盤および外部

れていない段階

Other early
stage

製品開発が終了し、商業的に
製造販売を始める段階。しか
し利益はまだ生み出していな
いケースもある

それぞれの領域、段階において、
ＩＣＴをどのように有効に活用したか

27（出典）総務省「我が国ベンチャー企業における課題克服のためのＩＣＴ活用方策に関する調査研究」（平成２２年）

ノートパソコンと高速モ
バイル通信サービスを利
用し外出先でも即時対応

ＩＣＴ基盤および外部
サービスを安価に利用で
きるため自己資金で事業
継続可能

Expansion

生産能力の向上や製品開発、
マーケティングのために資金
を調達する等、企業が成長・
拡大する段階
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３ 利用者と協働する製品・サービス開発

○日本の消費者の洗練度は 世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が公表する「ＩＣＴ競争力ランキング」におい○日本の消費者の洗練度は、世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が公表する「ＩＣＴ競争力ランキング」におい
て国際的にも高い評価（２００９年版：第２位、２０１０年版：第１位）。一部の大手海外企業も高く評価。

○一方、グローバル展開では、日本品質そのままの展開でなく、現地ニーズの製品・サービスへの反
映が重要で、ＩＣＴを活用した利用者との協働（UGD:User Generated Device)が有効。映が重要で、ＩＣＴを活用した利用者との協働（UGD:User Generated Device)が有効。

海外企業の日本消費者への評価 利用者の商品改善要望をＩＣＴを用いて開発部門等で共有し、
商品開発に活用する方法を 中国 タイでも展開

ＵＧＤの活用事例

ユニチャーム
商品開発に活用する方法を、中国、タイでも展開

企業

日本の消費者の
洗練度への評価

「日本の消費者の要求
水準は 世界のどの国

我が国の製品・
サービス洗練度を

生か グ

LG

水準は、世界のどの国
よりも高い。日本で鍛え
られれば、世界での競
争力強化につながる」と
考え、携帯電話を日本
向けに開発し、販売を開

生かしつつ、グ
ローバル展開に
おける現地市場・
消費者のニ ズ

プロが開発したアプリケーションをユーザーが評価する場を、ＩＣＴ
を用いて提供し、その評価を反映し商品を開発、販売Vodafone

向けに開発し、販売を開
始するなどしており、日
本をテストベッドとしてと
らえている

「日本の消費者が世界
トップクラスの厳しい目

消費者のニーズ
の収集やタイム

リーな製品開発、
販売 営業等にお

アプリケーション開発者
（プロフェッショナル）

1 2

商用バージョン
の開発

5
 

P&G

トップクラスの厳しい目
を持っており、その要求
に応えられる製品は他
の先進国に展開しても
大抵通用する」と日本の
消費者を評価

販売、営業等にお
いてＩＣＴは有効な

ツール
Vodafone Betavine

（R&D部門が開設したサイト）

• 開発へのアドバイス
• ソフト開発キットの提供
• フォーラムの開催

アプリケーションの
アップロード

アプリケーションの
ダウンロード

レーティング、評価
コメント、提案等の
送信

1 2

3 4

ボーダフォン
アプリストア

ユーザー
（消費者）

6
アプリケーション
の購入

28（出典）総務省「ＩＣＴ利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査」（平成２２年）

消費者を評価

ユーザー
（アーリーアダプター）

ダウンロ ド 送信
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４ 日本の強みを生かしたグローバル展開

○地デジ等ＩＣＴ分野の展開の他 「課題先進国」日本の災害 環境・省エネ対策等の経験を生かし○地デジ等ＩＣＴ分野の展開の他、「課題先進国」日本の災害、環境・省エネ対策等の経験を生かし、
ＩＣＴを組み込んだ社会システムをパッケージで提供し、現地の課題解決に貢献することも有効。

○世界的にプレゼンスを増している中国、インドをはじめとするアジア地域に位置する物理的な優位性
も改めて認識した上 ＩＣＴを有効に活用しつつ 日本の技術 経験を生かし 相手国と協働してともも改めて認識した上、ＩＣＴを有効に活用しつつ、日本の技術、経験を生かし、相手国と協働してとも
に課題解決を。

ＩＣＴを組み込んだ社会システムの展開事例

２０００年に日本連合７社コンソ シアムが日本の

ＩＣＴを組み込んだ高速鉄道システム

• ２００９年５月、国際電気標準会議（ＩＥＣ）で標準化

スマートグリッドに活用できる１１０万ボルト
超高圧送電（ＵＨＶ）技術の標準化

• ２０００年に日本連合７社コンソーシアムが日本の
新幹線をベースとした台湾新幹線プロジェクトを受注

＜成功ポイント＞

• 地震大国ならではの機能を有し、地震大国台湾のニーズに合致した

月、 際 気標準 議 標準

• スマートグリッドへの活用、中国、インド等電力需要の旺盛な市場へ
の展開が期待される

＜成功ポイント＞

• 電力需要が急拡大し 省エネが不可欠な中国に技術協力を行ない
点

• 新幹線開業以来、乗客の死傷事故がゼロであること、ダイヤ編成、運
行上のノウハウ（信号システム、運行管理システム、運行シミュレー
ターなど）等技術的優位性を有していた点

• 電力需要が急拡大し、省エネが不可欠な中国に技術協力を行ない、
標準化プロセスで、「大市場」中国を通じた働きかけで反対派の欧州
勢の支持を得た点

• 技術的優位性（現在の送電線の３、４倍の大量送電によるコスト削減、
省エネが可能）を有していた点

29（出典）総務省「ＩＣＴ利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査」（平成２２年）

日本の技術、経験をグローバル展開することにより、現地の課題解決に貢献するとともに、彼らとともに成長を
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